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はじめに 

 
 
 

本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「電力系統出力変動対応技術研究開発事業」（事後評価）の研究評価委員会分科

会（２０１９年１１月１９日）において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ

技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、第６１回研究評価委員会（２０２０

年５月１５日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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「電力系統出力変動対応技術研究開発事業」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総合評価 
再生可能エネルギー導入に伴う課題は、事業者の個別利害を超えて解決する必要があり、

本事業は、NEDO 主導で取り組むべきものである。電力系統の状況に応じた事業の追加な

どの柔軟な対応も評価できる。プロジェクト運用ならびに膨大な研究開発による知見は大変

に貴重な成果であり、開発成果は、国際的に比較して遜色ない水準である。一例として、開

発された需給シミュレーションは、社会最適の問題にも答えられ、意義がある。 
一方で、多くの事業体が参画したため、情報共有の機会、課題間の連携が希薄となってい

るように思われる。圧縮空気エネルギー貯蔵装置（CAES）は実証において新しい変動要因

が出現しているが、開発目標達成に注力しすぎずに広い視点での取組が望まれる。また、蓄

電方法の比較ではライフサイクルでコスト評価すべきである。コネクト・アンド・マネージ

の動向も見据えた技術向上が望まれる。また、知財戦略の検討が必要と考える。 
成果を広く活用するために、成果や事業性を事業関係者以外に説明する必要がある。利用

のためのコンソーシアムが計画されているが、事業者以外にもメンバーを広げるべきである。

また、事業関係者以外へツールと併せて、可能な限りのデータを公開すべきである。さらに、

業界や専門的知識のある人以外にもわかりやすい形で広報し、社会の理解を進める事が望ま

れる。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
急速な太陽光発電、風力発電の普及に伴い生じる電力の出力変動を予測し出力制御を行う

技術の開発は、電力の供給信頼度向上、安定供給において喫緊の課題であり、本事業は重要

な役割を持つ。変動抑制には、蓄電設備などの追加コスト、出力抑制などによる機会逸失を

伴うため、個々の事業者の利害を超えた開発や調整が必要なので、第三者であり公共性が高

い NEDO が先導する意味がある。外部経済効果がある事業であり、また、多様かつ中長期

的で継続的な研究開発が必要な本事業は民間の大規模推進は難しいので、NEDO 事業とし

て妥当である。 
一部の事業については、事業開始当初の目標と、実際に達成された内容に乖離があるよう

であり、進行状況に応じて目標を変更した場合、その理由と変更した目標の意義も含めて明

示する事が望まれる。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
事業の位置付けに照らして各 WG が設置され、必要となる専門性をもつ人材が配置され

ており、また、外部有識者などを交えた作業会を実施しており、実施体制は妥当である。目
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標は、国の制度等の環境が変化する中で、太陽光発電、風力発電の普及を背景に時宜を得た

設定である。この分野の状況の進展は速く、電力系統で発生している具体的な問題に応じて、

中途で事業を追加したことは評価できる。 
一方、各 WG の連携体制について、プロジェクト全体の PDCA サイクルによるステアリ

ングが十分であったとはいえず、相互の情報交換のみならず、関連する研究課題間の協力を

もっと推進すべきであった。成果公開が前提のため特許出願はほとんどなされていないが、

特許が成立しても当事者間での合意で無償提供も可能であることも考慮すれば、知的財産戦

略は検討の余地がある。また、成果の普及が不十分とならないか危惧される面もあり、今回

の事業に参加していない事業者でも、容易に具体化できるような成果の公開方法の検討が望

まれる。 

 
２．３ 研究開発成果について 
全 WG で設定した目標を達成している。ランプ予測 WG の予測手法は、各種の手法を統

合して予測範囲毎に適用手法を切り替えるものであり、世界的に類を見ない。蓄エネ WG で

は 2 つの予測手法を使い分ける提案をした。需給シミュレーション WG で開発したフレー

ムワークは、再エネ導入量も変数にでき、社会最適の問題に役立てられる。実証 WG にお

ける実証試験は、エネルギーマネジメントの有効性が可視化、具体化され、出力制御技術

WG2 つでは、具体的に適用できるレベルのものが開発された。 
一方、CAES は、その利用に起因する変動要因が出現しているので、開発目標のみではな

く広い視点で成果評価すべきであり、また、寿命も含めてコスト評価し蓄電池と比較する必

要がある。ウィンドファーム間制御技術開発では、目標達成が風力連系設備容量増加にどの

程度貢献するのかを説明する必要がある。新島での実証は、諸条件が本土と異なるので、評

価できた項目が何かを明確にするほうが良い。また、再生可能エネルギー導入の政府目標に

基づいた、風力発電連系量増加の目標達成度を、本事業の成果をもって示す必要がある。 

 
２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
全体的に実用化・事業化に向けた活動内容を明記しており、明確化されている。再エネ発

電予測を用いた需給シミュレーションは、再エネ導入目標に対して必要予備力を検討する発

電設備計画システムとして、国内の一般送配電事業者への展開が期待される。双方向通信技

術を用いた風力ならびに太陽光の発電出力制御システムは、国内の発電事業者や一般送配電

事業者に既に一部展開されており、普及が見込まれている。実証 WG では、マイクログリ

ッドとしての再エネ導入の効率化を進める実証ができた。 
一方で、ランプ予測技術は、実際の電力系統における電源構成を前提とした総需要に対し

て必要な絶対的な数値にいたっているかの判断は極めて難しい。また、現行どおりの海外展

開では遅れを取る懸念があるため、早くから目指す方がよい。本事業の枠外であるが、CAES
は日本設置に課題が多く、保守、更新費用も加味して事業性を示す必要がある。需給解析シ

ミュレータは、大きな潜在的ユーザーであろう広域機関と連携し、潜在的ニーズを探り開発

に活かすべきである。 
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今回の成果は、コネクト・アンド・マネージが今後導入されていく中で、役立つ技術も多

いので、その動向も注視しながら、改良等を継続する事が望まれる。本事業の成果の公開は、

学会等での発表などに限られているので、今後発足させる活用・実用化のためのコンソーシ

アムでツールやデータの公開を検討し、成果の共有を図るべきである。 
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３．評点結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.0 C B B B B B A 

３．研究開発成果について 2.3 B B B A B A B 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及

び見通しについて 
1.7 B B C B C B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化・事業化に向けた 

取組及び見通しについて 

・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

1.7 

2.3 

2.0 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

４．成果の実用化・事業化に

向けた取り組み及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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